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チェーン店による飲食業への投資家が考慮すべき課題および 

税務リスクとは？ 

人々の可処分所得の増加や生活様式の変化により飲食業に対する需要
が増加しています。特に、ハノイ市、ホーチミン市、ダナン市などの
大都市では、外食の傾向があり、一般的な食堂から高級料理店に至る
多様な需要が生じています。 

 

ベトナムにおける民間投資の傾向に関する直近の弊社 Grant Thornton 

による調査結果によれば、86％の回答が今後12ヶ月以内での投資活
動増加を期待しています。この調査では、小売業と飲食業が、民間投
資で最も魅力的な2つの業種だとされています。 

今回の弊社 Grant Thornton からのニュースレターでは、飲食業（特
にチェーン店による飲食業）にとっての投資法令、考慮すべき課題、
税務リスクについての情報をご案内申し上げたく存じます。ご参考
になれば幸いです。 



1. 投資法令に関する留意事項   

• WTO加盟時の誓約によれば、配膳サービスおよび飲料サービ
ス (CPC 642 および CPC 643) は、条件付きで認可される業
種になっており、「加盟時から8年間、必要なサービスの提供
がホテルの建設投資、改築、修復、または買収と並行して行
える。その後は、無制限になる。」とされています。 

• 2015年1月11日以降、100％外国投資企業も、ホテルサービス、
そして、配膳サービス (CPC 642) および飲料サービス (CPC 

643) を含む飲食店サービスの認可を得ることが可能になって
います。 

• また、飲食店のチェーン店によるビジネスモデルには、支店
の設立、または、本籍地または支店と同一の省・中央直轄都
市の場合は通知により、異なる場所での営業店を設けるとい
う特徴があります。  

• 2014年企業法では、企業登録証明書への支店および営業拠点
の名前、住所の記載が不要となっています。従って、チェー
ン店による飲食業を行う企業にとって、これらの情報を何度
も変更することは障害ではなくなっています。但し、企業・
支店の設立申請書類において、プロジェクトに関わる投資資
本の調達能力、および、営業拠点として賃借する場所の賃貸
側の法的書類について明確に説明する必要があります。 

 



2. 税務リスク 

 

• 現行の規定によれば、飲食サービスを行う企業は、付加価値
税10％および法人所得税20％を納税します。また、活動形態
によって、以下の手続きを行うことにもご留意下さい。 

– 付加価値税の申告納税方法を、控除法または見なしベース
の直説法からの選択。 

– 本社と同じ省・中央直轄都市にある支店、および、本社と
異なる省・中央直轄都市にある支店の付加価値税・法人所
得税の税務登録および申告方法のやり方。 

• 小売業、飲食業、サービス業を営む民間企業および世帯事業
主に対して、財政省が、税金徴収漏れ防止の検査計画を公布
しました。これによれば、税金徴収漏れ防止の検査は、全国
的に実施されますが、特に、 ハノイ市、ホーチミン市、ダ
ナン市、ハイフォン市、カントー市、カインホア省、バクニ
ン省、クアンニン省、ビンズオン省、ヴィンフック省、クア
ンガイ省、ドンナイ省、バリアヴンタウ省などの大きな省、
大都市に対して特に注力して実施します。  

• 税金徴収漏れ防止の検査対象となる基準は、民間企業および
世帯事業主に対する現行のリスク管理規定に基づきますが、
中でも留意すべき要素としては、事業活動に使用する面積が
大きい、実際の事業規模が届出よりも大きい、ハノイ市や
ホーチミン市など大都市での世帯事業主については売上高が
多くかつ恒常的な従業員数が10名超であるなどの基準があり
ます。 



3. チェーン店による飲食業への投資家が考慮すべき課題および税
務リスクとは？ 

 

 

• 事業活動において考慮すべき課題としては以下のようなもの
が考えられます。 

― レストラン管理ソフトウェアの選択および導入。 

― 管理ソフトウェアと整合性があり、かつ、会計法の規定を
遵守する会計システムのデザイン。 

― 日常的な経営判断を下すために必要な事業状況を把握する
ための各種報告書を含む管理会計システムの構築。 

― 内部管理システム、工程毎のフローの検査手続き、在庫・
固定資産の管理システムの構築。 

― 採用方針、給与・賞与体系、労働法の規定に基づく社内規
定、または、中核社員の採用および育成のための給与体系
評価の構築。 

― 本社およびその他営業拠点でのインボイス管理。 

― 税法の規定に従う遅滞のない正確な申告のための効果的な
チェック、または、以下のような状況への対処。 

o 外国側パートナーとのフランチャイズ契約を締結する際に
考慮すべき外国契約者税の影響、および、租税条約の適用
可能性。 

o 自社の飲食店で接客をする際の税務リスク。 

o 売上計上およびインボイス発行のタイミング。 

o インボイスを受け取らない顧客への販売。サプライヤーへ
の支払いに関わる費用の損金算入可否。 

o 各種プロモーションに関わる税務上のリスク。および、 

o 税務調査、税務特別調査への対応。 

ご不明の点などございましたら、弊社 Grant Thornton Vietnam

の専門家へお問い合わせ下さい。 
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